
鳥取県納税貯蓄組合規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第12号

鳥取県納税貯蓄組合規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県納税貯蓄組合規則（昭和30年鳥取県規則第30号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（委任）

第２条 この規則に規定する知事の権限に属する事務

のうち、納税貯蓄組合の設立及び補助金の交付並び

に組合規約又は組合員の変更届出に係る事務は、鳥

取県総合事務所設置条例（平成15年鳥取県条例第40

号）第３条に規定する総合事務所長に委任する。

（組合設立届） （組合設立届）

第２条 政令第１条第１項（同条第４項において準用 第３条 政令第１条の規定により知事に提出する謄本

する場合を含む。）の規定により知事に提出する謄 には、第１号様式による組合設立届及び第２号様式

本には、第１号様式による組合設立届を添付しなけ による組合員名簿を添付しなければならない。

ればならない。

（証明書） （証明書）

第３条 政令第２条第１項の規定により知事が交付す 第４条 政令第２条第１項の規定により知事が交付す

る証明書は、第２号様式のとおりとする。 る証明書は、第３号様式のとおりとする。

（補助金の交付に関する計算期間等）

第５条 法第10条第１項の規定による補助金（以下

「補助金」という。）の交付に関する計算期間につ

いては、毎年４月１日から翌年３月31日までとし、

その交付の期間は計算期間終了の年の６月１日から

６月30日までの間とする。

（補助金の交付）

第６条 知事は、予算の範囲内において、前条の計算

期間（以下「計算期間」という。）の末日現在にお

いて組合員が10人以上の組合に対し、法第10条第１

項に規定する事務費の額に相当する額を限度として

次に掲げる額を合算して得た額の補助金を交付す

る。ただし、次に掲げる額を合算して得た額が

1,000円未満の場合は、この限りでない。

(１) 計算期間において当該組合の組合員（資本金



の額又は出資金の額が5,000万円を超える法人で

ある組合員を除く。以下同じ。）以外の者を雇用

した場合における当該雇用に要した費用の額（計

算期間において組合員（計算期間の初日現在に組

合員であった者で計算期間中に組合員でなくなっ

たもの及び計算期間の初日現在に組合員でない者

で計算期間中に組合員となったものを含む。）の

うち県税（個人の事業税及び普通徴収の方法によ

り徴収する自動車税に限る。以下同じ。）の納税

義務を有するもの（以下「納税義務組合員」とい

う。）の数が30人以下の組合にあっては4,250

円、納税義務組合員の数が31人以上の組合にあっ

ては4,250円に納税義務組合員の数が30人を超え

る数10人ごとに850円を加算した額を限度とす

る。）

(２) 計算期間において帳簿書類を購入した場合に

おける当該購入に要した費用の額

(３) 計算期間において当該組合の組合員以外の者

が所有する事務所を借り受けた場合における当該

事務所の借受けに要した費用の額（当該組合の納

税義務組合員に係る納税通知書の総数を10で除し

て得た数（当該数に１未満の端数が生じたとき

は、これを切り捨てた数）に360円を乗じて得た

額を限度とする。）

(４) 計算期間における納税義務組合員の数に300

円を乗じて得た額

２ 前項の規定により補助金の額を計算する場合にお

いて、同項各号に掲げる額の合計額に100円未満の

端数があるときは、その端数は切り捨てる。

３ 前２項の規定は、計算期間における当該組合の納

税義務組合員が納期限内に納付した県税の総額の当

該納期限内に納付すべき県税の総額に対する割合が

100分の80に満たない組合については、適用しな

い。

（補助金の交付申請手続）

第７条 政令第４条の規定により補助金の交付を受け

ようとする組合は、第４号様式による補助金交付申

請書に第５号様式による組合員県税納税調書を添付

して、第５条の計算期間経過後２箇月以内にそれぞ

れ知事に提出しなければならない。

（組合規約又は組合員の変更届出）

第８条 組合規約又は組合員の変更があった場合は、

その都度第６号様式による組合規約変更届又は第７



号様式による組合員加入（変更・脱退）届を知事に

提出しなければならない。

（質問検査） （質問検査）

第４条 法第11条第１項又は第２項の規定により質問 第９条 法第11条の規定により質問又は検査を行う職

又は検査を行う職員は、鳥取県税条例（平成13年鳥 員は、鳥取県税条例（平成13年鳥取県条例第10号）

取県条例第10号）第２条第１項第１号に規定する徴 に規定する徴税吏員とする。

税吏員とする。

２ 法第11条第３項に規定する身分を示す証票は、第 ２ 法第11条第３項の規定による身分を示す証票は、

３号様式のとおりとする。 第８号様式のとおりとする。

（補助金の返還）

第10条 知事は、虚偽の申請により補助金の交付を受

けた組合に対しては、その補助金の全部又は一部の

返還を命ずることがある。

備考 改正部分は、下線の部分である。

第２条 鳥取県納税貯蓄組合規則の一部を次のように改正する。

第１号様式中「第３条関係」を「第２条関係」に改める。

第２号様式を削る。

第３号様式中「第４条関係」を「第３条関係」に改め、同様式を第２号様式とする。

第４号様式から第７号様式までを削り、第８号様式中「第９条関係」を「第４条関係」に改め、同様式を第

３号様式とする。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成24年４月１日から施行する。

（補助金の返還に関する経過措置）

２ この規則の施行前に納税貯蓄組合法（昭和26年法律第145号）第10条第１項の規定により交付された補助金

の返還については、なお従前の例による。




